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Abstract

This paper applies the Window Malmquist Index (WMI) approach to measure changes in 

agricultural Total Factor Productivity (TFP) for the ASEAN+3 for the period 1961 to 2003. 

The WMI is constructed by combining Data Envelopment Analysis, window analysis with 

the Malmquist index approach. Furthermore, the `Kruskal and Wallis rank test` is used 

for testing frontier shifts among observed period. The paper also explores the question of 

convergence in TFP across the countries under consideration, by testing for Augmented 

Dicky and Fuller test (ADF), as well as for stochastic or long-run convergence. The result 

show wide variation in the of TFP growth across counties with an average trend grows 

rate of 1.120%. As for the result of the ADF test, Philippines, Thailand, Cambodia, China, 

Indonesia, Malaysia, Myanmar, Vietnam is shown to become the conditional convergence. 

Brunei, Laos, Korea and Singapore were the decision to divergence. Finally, a wide spectrum 

of panel unit root test results support the presence of conditional convergence among the 

sample countries. A research was the result with which East Asian Community Initiative is 

supported.
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1．はじめに

東アジア農業の研究は、堀内・小林 [2000] の包括的かつ精力的なものをはじめ多数ある。

しかし、東アジアと ASEAN についての全要素生産性とその収束に関する研究は未完である。

本研究は第 1 に、これまでマルムクィスト指数による分析は、各期の効率的フロンティアは交

差することがないことを前提としているが、現実の分析を行う際、フロンティアの移動が起こ

らない場合やフロンティアが交差する場合が見られる。そこでクラスカル - ウァリス検定によ

り交差する期と交差しない期を分け、交差する期間を同一の事業体として扱い、異なったグルー

プによる効率的フロンティアシフトを計測する。

第 2 に、ASEAN と東アジア（日本、中国、韓国）の農業でどのような相違があるかを、

末吉・青木 [2001] が発表した効率的フロンティアシフトを考慮したウィンドーマルムクィス

ト分析により全要素生産性を計測する。第 3 に経済収束しているかを目的としている。計測

できる長期のデータを揃えた 1961 年から 2003 年までの 43 年間における農業生産に関するノ

ンパラメトリック（生産関数等を推定しない方法）な包絡線分析法 DEA（Data Envelopment 

Analysis）によるウィンドーマルムクィスト指数を用い、東南アジアおよび東アジアの農業は

如何に生産性で異なっているかの計測を行う。

2．ASEAN と東アジアの概況と全要素生産性（TFP）

東南アジア諸国連合（ASEAN）は、東南アジア 10 ヶ国からなり、経済・社会・政治・安

全保障・文化に関する地域協力を目的とし、域内人口は 6 億人を超え、欧州連合（EU）の 5

億より多く、GDP は 2 兆 1,000 億ドル以上ある。さらに地域交流のより緊密な連携をめざし、

東アジアの 3 ヶ国（日本、中国、韓国）を加えた、ASEAN+3 と呼ばれる組織をつくり、金融、

食料安全保障等、様々な分野で協力関係が構築を目的として、2005 年の ASEAN+3 カ国首脳

会議にて、「ASEAN+3 という枠組みを、東アジア共同体を達成するための手段」と位置づけ

られたところである。

表 1 は 13 ヶ国の主要統計指標を示したものである。ASEAN+3 の農業はそれぞれ異なる状

況にあることがわかる。経済活動人口（2003 年）は中国の 7.8 億人、インドネシア 1.1 億人弱

で、日本の 6,800 万人、ベトナムの 4,300 万人、タイ、フィリピンの 3,500 万人前後、ミャンマー、

韓国の 2,500 万人前後、マレーシア 1,000 万人、ブルネイ、カンボジア、ラオス、シンガポー

ルは 700 万人以下となっている。1 人当たり GDP は、日本、シンガポールが 4.6 万ドル前後で

世界の上位に位置する国である一方、ミャンマーが 870 ドルで後発開発途上国に位置する国で

ある。

農業労働比率は、ラオスが 76% で、60% 台にカンボジア、中国、ミャンマー、ベトナムとなっ

ており、54% のタイからシンガポールの 0.1% の分布となっている。また農業労働生産性では

シンガポールが最高であり、最下位のカンボジアは 287 で日本の約 1/30 の大きさである。農
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業土地生産性は、シンガポールが、最下位のカンボジアは 322 分の 1 となっている。このよう

な非常に異なった状態にある各国の農業が、傾向として同じような方向に進むか、それとも全

く異なる方向に発散するかは、農業の経済連携を検討する上で重要なことである。本研究では

この点について、フロンティアのクロス、生産性の変化、収束の概念を検討する。

2．1．マルムクィスト指数

図 1 の中で、各期の効率的フロンティアはそれぞれ fb（b 期のフロンティア）、ft（t 期のフ

ロンティア）で表されている。ある事業体のそれぞれの期間におけるパフォーマンスの実測値

は zb、zt によって示されている。これらの実測値は経営効率を考慮することで各効率的フロ

ンティアにシフトすることができ、そのフロン

ティア上でパフォーマンスの推定値を求めるこ

とができると仮定している。zt は、zt
t（t 期の

フロンティアへシフトした場合）、zt
b（b 期の

フロンティアへシフトした場合）上において、

各期へのシフトによって推定値を求めることが

できる。図 1 において、z の上添え字は実測さ

れたパフォーマンスの時期を示し、その下につ

けた添え字は効率的フロンティアの時期を示

している。DEA モデルとしては、2 期（b 期

表１：アセアン +3（日本、中国、韓国）の主要統計指標

国名 農業労働生産性 農業土地生産性 経済活動人口
（万人）

一人当たり GDP
（ドル） 農業労働比（%）

ブルネイ 35,990 1,894 17 30,500 0.6 

カンボジア 287 264 708 900 68.9 

中国 856 789 78,648 5,430 64.9 

インドネシア 802 898 10,847 3,500 46.3 

日本 8,625 3,837 6,820 45,900 3.4 

ラオス 609 703 285 1,320 76.0 

マレーシア 6,584 1,479 1,067 9,660 16.6 

ミャンマー 642 1,097 2,695 870 69.3 

フィリピン 1,221 1,283 3,398 2,370 37.7 

韓国 5,487 5,816 2,488 22,400 8.2 

シンガポール 56,697 85,045 212 46,200 0.1 

タイ 1,150 1,156 3,748 4,970 54.1 

ベトナム 706 2,116 4,324 1,410 66.1 
（注）農業労働生産性と農業土地生産性は労働力当たり国際ドルと土地当たり国際ドルで示している。

図１：多期間におけるフロンティアシフト
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と t 期）を合わせた CCR モデルを使う。また基軸年次（b 期）を固定し、t 期を少しずつ期間

を移動させることによって、2 期以上にわたる多期間マルムクィスト指数を計測することがで

きる。多期間の時系列分析において、b 期（基軸期）と t 期間のマルムクィスト分析を行うと

以下のような式となる。

　　  （1）

b 期は固定され、t 期は b 期より 1 期ずつ移動すると

　　  
 （2）

のように表すことができる。

ここで、Jb と Jt を b 期と t 期の事業体の集合とし、投入（入力）データを x1j、x2j、…、xij

産出（出力）データを y1j、y2j、…、yrj としλを非負ベクトルとすると、CCR モデルを使い、

k 番目の事業体（k Jb）の TSE
b（Technical Efficency index: 技術・スケール効率指数）は

目的関数　Min θ

制約式　　

で求められる。TSE
t は上記の制約式において Jb を Jt に置き換えることによって求められる。

また、IEI
b→t（Intertemporal Efficiency Index: 時間による効率指数）は

目的関数　Min θ

制約式　　

で求められる。IEI
t→b は Jb と Jt を逆にすれば求めることができる。
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2．2．クラスカル - ウァリス検定

マルムクィスト分析では、多期間においてフロン

ティアが交差しないという前提で分析を行っている

が、現実の分析ではフロンティアの移動が起こらない

場合やフロンティアが交差する場合がある。そこで、

どこで交差が起こっているかを判別する分析法として

多グループ間の検定を行うことができるクラスカル -

ウァリス順位和検定を用いる。まず、この検定にお

いて、全期間 t、すべての事業体 n ヶ国を 1 つにまと

め、クロスセクションデータとして CCR モデルによ

る DEA 分析し、事業体の効率値を期間別にクラスカル - ウァリス順位和検定を行う。

この検定における帰無仮説と対立仮説は以下のとおり。

帰無仮説 HO：全期間の効率値の分布は同一である。

対立仮説 H1：全期間の効率値の分布は同一でない。

検定統計量 H は，各期間別の順位和 Wp、総データ N=n*t、各期間の事業体数 n とすると

　　  （3）

となり、右側片側検定のカイ 2 乗分布に従う。また、同順位が存在する場合、τを同順位の数

とすると修正検定統計量 HC は

　　  （4）

となる。次にどの期間との間において、効率値の分布に有意差があるかを検定するため、クラ

スカル - ウァリス多重比比較検定を行う。

帰無仮説 H#
0：各期間を比べると効率値の分布は同一である。

対立仮説 H#
1：各期間を比べると効率値の分布は同一でない。

そこで統計検定量 H# は

　　  （5）

となり、自由度（N-t+b-1）、両側確率の t 分布に従う。（b：期の初め、t：期の終わり）

図２：フロンティアが交差する場合
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2．3．使用した統計データ

DEA 分析に用いるデータは、ASEAN10 ヶ国（ブルネイ、カンボジア、インドネシア、ラ

オス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム）とプラス 3 と

呼ばれる日本、中国、韓国について、FAOSTAT および梶原 [2008] から得られた投入・産出

データを利用した。データ利用期間は 43 年間（1961-2003）である。産出は種子と飼料を除い

た農業純生産額（1994-96 年価格：国際ドル）、投入財は土地：耕地と永年作物地、労働：農

業における経済活動人口、肥料：（窒素、リン酸、カリに要素換算した消費量）、家畜：牛、水

牛、馬、豚、羊、物的資本：トラクター、収穫機の台数、灌漑面積：耕地と永年作物地である。

2．4．計測結果

クラスカル - ウァリス順位和検定の（4）式による修正検定統計量 Hc は、28.95 となり、右

片側検定 5% の X2 分布の値 21.03 を上回る結果となったことから、帰無仮説 H0 は棄却された。

したがって、計測期間を通じて全要素生産性（TFP）の分布が等しくなく、フロンティアシフ

トが起こっていることがわかった。つぎに具体的にどの期間の間において、全要素生産性の分

布に有意差があるかを、クラスカル - ウァリス多重比較検定を行った。（5）式により期間の組

み合わせにより、全要素生産性の分布に有意差があるかどうかを検定し、その結果である統計

検定量 H# を表 2 に示した。

両側検定 5% の t 分布の値（1.96）を上回る場合、帰無仮説が棄却されるので、“*”を付け

て表した。この場合 2 期間の全要素生産性の分布に差があることを示す。1962 年に対し 1963

年から 1968 年までは有意差がないため、全要素生産性の分布が同一であるという帰無仮説を

棄却できなかった。

つまり 1962 年から 1968 年までの生産性の分布は等しいということが統計的に確認できた。

同様に 1971 から 1972 年、1974 年から 1976 年、1981 年から 1983 年、1984 年から 1985 年、

1987 年から 1989 年、1990 年から 1991 年、1992 年から 1993 年、1994 年から 1995 年、1999

年から 2001 年、2002 年から 2003 年の間も有意差がなく、同一の分布とみなされ、フロンティ

アシフトが起こっていないことがわかった。この結果から ASEAN と東アジアの 3 ヶ国につ

いて農業発展が停滞していることが明らかになった。

2．5．ウィンドーマルムクィスト分析

DEA 分析では（b、b+1、b+2）を最初の組み合わせとしてそれから 1 期ずつ移動させ、

（b+1、b+2、b+3）、（b+2、b+3、b+4）…（t-2、t-1、t）のように１組を単位として、各事

業体の効率性における変化率を求める分析があり、これを Window（ウィンドー）分析と呼ん

でいる。Sueyoshi and Aoki（2001）は、この分析を利用し、さらにクラスカル - ウァリス順

位和検定により交差する期と交差しない期を判別し、交差する期間を同一の事業体群として扱

い、マルムクィスト指数に応用することを考案した。この分析は、ウィンドー分析に類似して

いることからウィンドーマルムクィスト（Window Malmquist）分析と呼ばれ、本研究もこれ
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表２：クラスカル - ウァリス多重比検定
比較年度の組み合わせ

検定結果
期 期

62 63 0.755 
62 64 0.993 
62 65 0.770 
62 66 0.847 
62 67 0.282 
62 68 0.056 
62 69 1.703 *
69 70 2.497 *
70 71 2.144 *
71 72 0.037 
71 73 1.898 *
73 74 2.037 *
74 75 1.005 
74 76 0.402 
74 77 2.825 *
77 78 2.208 *
78 79 1.939 *
79 80 2.474 *
80 81 2.283 *
81 82 0.054 
81 83 1.335 
81 84 2.056 *
84 85 1.097 
84 86 2.020 *
86 87 2.193 *
87 88 0.856 
87 89 0.872 
87 90 2.412 *
90 91 0.411 
90 92 2.354 *
92 93 1.058 
92 94 2.366 *
94 95 0.534 
94 96 2.342 *
96 97 2.051 *
97 98 1.709 *
98 99 2.272 *
99 0 0.731 
99 1 1.270 
99 2 1.959 *
2 3 1.194 

*：10% で有意
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に基づき分析する。t-1 期と t 期間で交差が起こったと仮定すると、ウィンドーマルムクィス

トは

　　

そして各要素も次のように再定義する。

（a） の計測

　  目的関数　Min θ

　  制約式

　   

（b） の計測

　  目的関数　Min θ

　  制約式

　   

（c） の計測

　  目的関数　Min θ

　  制約式

　   

ウィンドーマルムクィスト分析による全要素生産性は表 3 および図 3 にまとめられており、

次ぎのような結論が得られた。ブルネイは、カリマンタン島（ボルネオ島）の北部にあり、南

シナ海とマレーシアに囲まれた小国であり、国土は約 58 万 ha、農地は 3,000ha しかなく（神

戸市 4,480ha より小さい）食料を輸入に頼り、石油や天然ガスなど地下資源の輸出に依存した

経済構造になっている。農業的に諸外国との関わりはなく、近年、自給率向上に力を入れてい

る。1980 年から 1992 ∪ 1993 までマルムクィスト指数が低下していることがわかった。

カンボジアは計測初年の 1961 年から 1970 年初頭まで、全要素生産性は緩やかに上昇して

おり、1971 ∪ 1972 に 2.140 で計測期間の最高値になっている。安定した上昇が計測されたが、

1973 年（1.068）には一時的に停滞状態になった。1974 ∪ 1976 で上昇に転じたが、経済発展

に必要な多くの物的・人的資本を失ったとされる民族統一戦線との内戦、それに続くカンボジ
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ア・ベトナム戦争があった 1977 年（0.938）から 1983 年（0.446）にかけて急激に低下した。

1984 ∪ 1985 で 1.998 に上昇したものの、パリ和平協定締結以降の政治的不安定から諸外国

からの直接投資や公的援助を停滞させ、農業に深刻な影響を及ぼしたとされる 1992 ∪ 1993

（0.327）から 1994 ∪ 1995（0.273）は、低成長になっている。長期にわたる混乱により、灌漑

施設や農業インフラの整備が遅れていることが、影響していると考えられる。

中国は、計測期間平均は 1.147 であり、東アジアの平均的な位置にある。カンボジアやベト

ナムと戦争状態にあった 1977 年から 1980 年まで低い生産性となった。しかし 1970 年代後半

に生産請負制が導入され、政府買い付け価格が引き上げられた 1980 年以降、上昇に転じており、

1984 ∪ 1985 で計測期間最高値である 2.526 となった。計画流通と市場流通システムが導入さ

れた 1987 ∪ 1989 に 2.384 と高い全要素生産性になった。1990 年代に入り食料の自由化改革が

中国全域に広がったが、1994 年の国家統制機能が一部復活、以降、1.00 を下回る結果となった。

インドネシアは、1965 年から 1997 年まで急速な経済発展を遂げたことで世界銀行の報告書

に「東アジアの奇跡」と称されており、期間平均の全要素生産性は 1.082 であった。1960 年代

から米を中心としたモノカルチャー的な農業で、米の増産を第一義に捉え「緑の革命」の進展

に沿う形で米を中心とした政府介入の枠組みを行った 1962 ∪ 1968 に 1.404 となった。1970 年

代にはいって、全要素生産性は横ばいであり、 1981 ∪ 1983 は 0.562 に低下、1984 ∪ 1985 は 1.744

に上昇していることがわかった。

1987 ∪ 1989 は 1.569 であったが、1980 年台の後半に構造調整政策の一環として部分的に肥

料補助金の削減が進められた 1992 ∪ 1993 から 1.000 を下回り、完全に肥料補助金が削減され

た 1998 年は 0.945 となった。

日本は、1998 年に 1.00 を下回る 0.977 となったが、計測期間平均は 1.113 となり他の

ASEAN や東アジアと比べ安定的な生産性となっている。1971 ∪ 1972 で計測期間最大の 1.660

となり、以降、ゆるやかに低下傾向を示していることがわかった。

ラオスは、国家樹立以降、長年にわたり内戦が続き、社会・経済発展が非常に遅れ、最貧国

の一つとして指定されている国である。全要素生産性の平均は 0.937 で 1.000 を下回ることか

ら、農業の経済成長が停滞していることがわかった。フランスから独立後、1975 年頃まで内

戦とベトナム戦争によるアメリカ駐留があり、その時期の全要素生産性は 1969 年の 0.844 か

ら 1970 年 1.417 と大きく変動している。王政から共和国制に変わった 1975 年に計測期間最高

の 1.643 となったが、1980 年にタイとの国境紛争が起こると、生産がほとんどなくなり、全要

素生産性は 0.060 となりゼロに近い数値となっている。

1986 年計画経済から市場経済へ移行時に 0.518 と上昇したものの、その後、再び生産がなく

なりゼロに近い全要素生産性となっている。1990 年代に入り先進国や国際機関による援助を

受け始めると、1994 ∪ 1995 に 0.367 まで上昇した。1998 年には 1.346 となっている。

マレーシアの計測期間平均の全要素生産性は 1.388 であり、東アジアの中で最も高い。NAP

（National Agricultural Policy）と呼ばれる国家農業政策によって 1971 年以降、全要素生産性

は 1.3 以上の高い水準となった。その政策の中で農業部門がマレーシア経済の基幹産業と位置
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づけ、如何に農業部門で雇用と所得を創出するかに関して、方策が議論されている。1984 ∪

1985 で全要素生産性が計測期間最高の 2.789 となった。1997 年にかけて減少傾向となってい

るが、急速な非農業部門の成長を反映する結果と考えられる。

1997 年および 1998 年に他の東アジア諸国と同じように経済危機を体験するが、農業政策の

見直しを図るべく第 3 次の NAP（NAP3）を策定し、高収量の新品種、土地改良を通じての

規模拡大、灌漑施設等のインフラ整備を実施しており、1999 ∪ 2001 に 2.485 と急激に上昇す

る結果となった。

ミャンマーは、平均の全要素生産性は 0.829 で、東アジア、ASEAN で最低となっている。

1962∪1968から1980年まで全要素生産性は、概ね1.000で推移している。 1962年のクーデター

によりビルマ式社会主義が進められ、すべての外国資本を締めだし、農地をはじめとする農産

物の流通、加工、輸出を厳重な国家管理しており、植民地時代から作付面積が増加している米

を輸出するモノカルチャー経済をすすめた結果と思われる。その後 1981 ∪ 1983 に 0.126 と急

激に低下した。

1980-1981 に全郡特別高収量米生産計画（SHY 計画）がスタートし、これまでほとんど使

用してこなかった化学肥料を大量に施用されたが、0.188 と低い結果となった。

フィリピンの平均全要素生産性は、1.147 で ASEAN+3 のほぼ平均値となった。1962 ∪

1968 に 1.210 で、上昇傾向をたどりながら 1974 ∪ 1976 で計測期間最高の 2.457 となった。そ

の後、増減を繰り返しながら 1984 ∪ 1985 で 2.433 となった。以降、減少傾向となり天候の影

響により生産量が低下したことから 2002 ∪ 2003 に 0.383 の計測期間の最低値となっている。

韓国の計測期間平均全要素生産性は 1.169 となった。1980 年代末から農産物市場開放が本格

的にはじまり、さまざまな農業・農村政策を打ち出し、都市住民に十分な食料品の提供と農産

物価格の安定を図った 1987 ∪ 1989 で 1.885、1990 ∪ 1991 で 1.891 となり最高の結果となって

いる。その後、 1999 ∪ 2001 に 1.840 まで上昇したが、2002 ∪ 2003 に天候不順により全要素生

産性は大幅に低下した。

シンガポールは、国土面積 71,000ha、農地面積 800ha 程度の都市国家で、鶏卵、鶏肉、野

菜中心の農業であり、いわば都市近郊農業である。食料輸入主体から近年、生産重視の農業に

シフトしており、計測期間平均の全要素生産性は 1.347 となった。

タイは、1962 年から 1974 年まで高度経済成長期にあり、経済 3 部門のうちの農業部門も成

長し続けている。1962 ∪ 1968（1.210）から 1974 ∪ 1976（2.457）となり急激に上昇している。

気候の影響により低成長を示す年もあるが、1990 年台前半まで高い水準で増加している。し

かし 1994 年頃から低下に転じ、0.9 から 1.1 程度に推移している。1997 年にバーツが暴落しア

ジア経済危機の発端となった。工業部門とサービス部門の大ダメージを被ったが 、農業部門

は小規模家族経営に支えられる自家労働集約農業に依存しているため、影響は小さく 1997 年

（0.989）、1998 年（0.906）、1999 ∪ 2001（1.144）となった。

ベトナムの計測期間平均全要素生産性は 1.132 で東アジアの平均に位置している。1960 年以

降、社会主義的農業協同組合（合作社）を設立、農協の大規模化と大型トラクターによる効
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率化を進めると共に、水利施設の改良・新設が行われ 1962 ∪ 1968 は 1.418 となった。1971 ∪

1972、1974 ∪ 1976、1984 ∪ 1985 に一時的に全要素生産性が上昇するものの次年度には 1.00

に低下するというように不安定な推移となっている。1986 年のドイモイ（刷新）により社会

主義経済を導入し、1987 ∪ 1989 に 1.458 と上昇したが 1997 年（1.043）と低下傾向となった。

しかし、1999 年に自由な市場経済という新しい政策を実施し、多くの零細家族農民に対し

農地の配分があり、土地の長期利用権が保障され、生産資材も必要なだけ容易に入手できるよ

うになると、1999 ∪ 2001 に（2.137）、2002 ∪ 2003 に（1.813）と高い全要素生産性となった。

3．全要素生産性の収束に関する検定

3．1．収束の概念とパネル単位根検定

日本と ASEAN や東アジア（中国、韓国）の農業政策を考える上で、各国の農業が傾向と

して同一方向へ進んでいるか、あるいは発散するかは重要な点である。日本農業への収束は今

後の農業の進展に大きな効果をもたらすとともに、アジア全体の農業発展に影響をもたらす。

本研究は、山口・霍（2004）で用いられている方法により、日本をベンチマークとする収束性

に関する検定を行う。各経済主体の経済パフォーマンスが、時間を通じ、同レベルの定常状態

に移行することを収束（convergence）という。

よりおくれた経済主体がより速いスピードで成長すれば、最終的には、全ての経済主体の

経済パフォーマンスは同じような定常状態に収束することになる。Barro and Sala-i-Martin

（1995）はこのような収束過程を絶対収束と名付けている。しかし、各経済主体がそれぞれ異

なる定常状態を持ち、経済パフォーマンスもそれぞれの定常状態に収束する場合がある。この

ような状態は条件付収束と定義されている。本研究では、Dicky and Fuller（1981）が提唱し

た、拡張されたディッキー・フラー検定（Augmented Dicky and Fuller test; 以下 ADF 検定）

を基に検定を行う。

この検定では、以下の 3 つのモデルを推定する。

モデル 1：

モデル 2：

モデル 3：

ただし、 は拡張項、t はタイムトレンド、ut はホワイト・ノイズを表す。
ここで、モデル 1 ～ 3 の拡張項を除き、初期値 Y0 として逐次代入すると、それぞれ以下のよ

うな式になる。
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モデル 1：

モデル 2：

モデル 3：

上の式より、次のことが言える。もし単位根検定の結果が ㌼＝ 0 のとき、つまり確率変数 Yt

が単位根を持つならば、すべてのモデルで発散する。また、㌼＜ 0 となる場合、モデル 1 に従

うならば絶対収束、モデル 2 に従うならば条件付収束、モデル 3 に従うならば発散することに

なる。ここでモデル 2 に従うということは、㌼＜ 0 かつ µ≠ 0 であることを意味する。モデル

3 に従うということは ㌼＜ 0 かつ µ≠ 0 かつδ≠ 0 であることを意味する。よって、㌼＜ 0 か

つ µ＝ 0、δ＝ 0 であればモデル 1 に従うことになり絶対収束と判断される。

また、㌼＜ 0、µ≠ 0 かつδ＝ 0 ならば条件付収束と判断できる。ここで、定数項および係

数の有意性の検定には、通常のｔ分布表を用いず Dickey-Fuller 分布が必要である。パネル

単位根検定は他に、Levin ,Lin and Chu（2002）、Im, Pesaran and Shin（2003）、Phillips, and 

Perron（1986）、Kwiatowski, Phillips,Schmidt and Shin（1992）を使うこととする（以下、順

に LLC 検定、IPS 検定、PP 検定、KPSS 検定）。まず、モデル 1 をすべての経済主体について

考え、切片とタイムトレンドをゼロとする。経済主体数は n、期間は t とすると、

LLC 検定では、つぎのような帰無仮説と対立仮説は

帰無仮説：

対立仮説：

LLC 検定は、すべての経済主体に対し、単位根があるか否かを検定し、帰無仮説が棄却さ

れるとすべての経済主体の Y が長期的にゼロになり、収束することを意味する。IPS 検定の

場合はつぎのとおりである。

帰無仮説：

対立仮説：

IPS 検定は少なくとも 1 つの経済主体に単位根があるか否かを検定し、帰無仮説が棄却さ

れると、少なくとも 1 つの経済主体で、Y が収束することとなる。ADF 検定の誤差が独立で

分散が一定であることを仮定したテストであり、説明変数にラグの階差をつけて処理したが、

PP 検定ではそうした処理の代わりに、検定統計量である t 値を加工する。検定する場合のモ

ASEAN 諸国と東アジア（ASEAN+3）の農業における全要素生産性の測定とその収束（中川）

－ 133 －



表
４

：
全

要
素

生
産

性
の

単
位

根
検

定
に

よ
る

収
束

の
検

定
結

果
（

ア
セ

ア
ン

+
3（

日
本

（
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
）、

中
国

、
韓

国
））

AD
F

検
定

A
ug

m
en

te
d 

D
ic

ke
y-

Fu
lle

r 
te

st
β（

1）
β（

1）（
t-St

atis
tic）

pr
ob

検
定

結
果

β（
2）

β（
1）（

t-St
atis

tic）
μ（

2）
μ（

2）（
t-St

atis
tic）

pr
ob

検
定

結
果

β（
3）

β（
3）（

t-St
atis

tic）
μ（

3）
μ（

3）（
t-St

atis
tic）

t
t（

t-S
tat

ist
ic）

pr
ob

検
定

結
果

収
束

結
果

ブ
ル

ネ
イ

-0
.05

 
-0

.62
 

0.4
4 

-0
.30

 
-2

.01
 

0.2
0 

1.6
2 

0.2
8 

-0
.22

 
-1

.60
 

-0
.01

 
-0

.07
 

0.0
2 

1.2
8 

0.7
6 

発
散

カ
ン

ボ
ジ

ア
-0

.16
 

-1
.40

 
0.1

4 
-0

.87
 

-3
.58

 
0.7

8 
3.1

7 
0.0

2 
**

-3
.79

 
-5

.30
 

4.7
0 

5.1
1 

-0
.10

 
-4

.14
 

0.0
0 

***
条

件
付

収
束

中
国

-0
.07

 
-0

.81
 

0.3
5 

-1
.06

 
-4

.41
 

1.1
5 

4.0
8 

0.0
0 

***
-1

.19
 

-5
.15

 
1.6

3 
4.6

6 
-0

.03
 

-2
.05

 
0.0

0 
***

条
件

付
収

束
イン

ド
ネ

シ
ア

-0
.03

 
-0

.41
 

-0
.41

 
-1

.12
 

-4
.93

 
1.0

9 
4.7

4 
0.0

0 
***

-3
.51

 
-4

.79
 

3.9
8 

4.7
2 

-0
.04

 
-2

.94
 

0.0
1 

***
条

件
付

収
束

ラ
オ

ス
-0

.17
 

-1
.55

 
0.1

1 
-0

.48
 

-2
.52

 
0.3

0 
1.9

4 
0.1

2 
-0

.52
 

-2
.52

 
0.4

1 
1.5

8 
-0

.01
 

-0
.53

 
0.3

2 
発

散
マ

レ
ー

シ
ア

0.0
0 

0.0
0 

0.6
7 

-0
.75

 
-3

.50
 

1.1
7 

3.4
2 

0.0
2 

**
-1

.00
 

-3
.85

 
1.2

6 
3.7

7 
0.0

3 
1.5

7 
0.0

3 
**

条
件

付
収

束
ミャ

ン
マ

ー
-0

.13
 

-1
.54

 
0.1

1 
-0

.34
 

-2
.19

 
0.1

6 
1.6

0 
0.2

2 
-0

.56
 

-2
.58

 
0.4

5 
1.9

6 
-0

.02
 

-1
.40

 
0.2

9 
発

散
フ

ィリ
ピ

ン
-0

.07
 

-0
.84

 
0.3

4 
-0

.77
 

-3
.11

 
0.8

2 
2.8

4 
0.0

4 
**

-0
.94

 
-3

.91
 

1.3
6 

3.7
3 

-0
.03

 
-2

.15
 

0.0
3 

**
条

件
付

収
束

韓
国

-0
.05

 
-0

.88
 

0.3
2 

-0
.75

 
-2

.15
 

0.8
6 

2.0
3 

0.2
3 

-0
.69

 
-1

.98
 

0.9
4 

2.2
1 

-0
.01

 
-1

.23
 

0.5
8 

発
散

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

-0
.08

 
-0

.95
 

0.2
9 

-0
.39

 
-1

.81
 

0.5
3 

1.5
6 

0.3
7 

-0
.67

 
-2

.63
 

1.4
1 

2.6
6 

-0
.04

 
-1

.84
 

0.2
7 

発
散

タ
イ

-0
.05

 
-0

.66
 

0.4
2 

-0
.60

 
-2

.74
 

0.7
3 

2.5
6 

0.0
8 

*
-0

.82
 

-3
.77

 
1.3

6 
3.6

9 
-0

.03
 

-2
.38

 
0.0

4 
**

条
件

付
収

束
ベト

ナ
ム

0.0
2 

0.2
3 

0.7
4 

-1
.06

 
-4

.48
 

1.1
0 

4.3
9 

0.0
0 

***
-1

.07
 

-4
.50

 
1.0

2 
3.7

6 
0.0

1 
0.8

6 
0.0

1 
***

条
件

付
収

束
PP

検
定

Ph
ill

ip
s-P

er
ro

n 
te

st
β（

1）
β（

1）（
t-St

atis
tic）

pr
ob

検
定

結
果

β（
2）

β（
1）（

t-St
atis

tic）
μ（

2）
μ（

2）（
t-St

atis
tic）

pr
ob

検
定

結
果

β（
3）

β（
3）（

t-St
atis

tic）
μ（

3）
μ（

3）（
t-St

atis
tic）

t
t（

t-S
tat

ist
ic）

pr
ob

検
定

結
果

収
束

結
果

ブ
ル

ネ
イ

-0
.05

 
-0

.62
 

0.3
9 

-0
.16

 
-1

.23
 

0.1
3 

1.0
8 

0.5
7 

-0
.22

 
-1

.60
 

-0
.01

 
-0

.07
 

0.0
2 

1.2
8 

0.7
2 

発
散

カ
ン

ボ
ジ

ア
-0

.16
 

-1
.40

 
0.1

4 
-0

.87
 

-3
.58

 
0.7

8 
3.1

7 
0.0

2 
**

-0
.96

 
-3

.95
 

1.1
1 

3.4
2 

-0
.02

 
-1

.50
 

0.0
3 

**
条

件
付

収
束

中
国

-0
.13

 
-1

.25
 

0.2
8 

-1
.06

 
-4

.41
 

1.1
5 

4.0
8 

0.0
0 

***
-1

.19
 

-5
.15

 
1.6

3 
4.6

6 
-0

.03
 

-2
.05

 
0.0

0 
***

条
件

付
収

束
イン

ド
ネ

シ
ア

-0
.07

 
-0

.95
 

0.2
9 

-1
.12

 
-4

.93
 

1.0
9 

4.7
4 

0.0
0 

***
-1

.14
 

-4
.88

 
1.1

7 
4.3

3 
-0

.01
 

-0
.58

 
0.0

0 
***

条
件

付
収

束
ラ

オ
ス

-0
.17

 
-1

.55
 

0.1
1 

-0
.48

 
-2

.52
 

0.3
0 

1.9
4 

0.1
4 

-0
.52

 
-2

.52
 

0.4
1 

1.5
8 

-0
.01

 
-0

.53
 

0.3
0 

発
散

マ
レ

ー
シ

ア
-0

.04
 

-0
.59

 
0.5

4 
-0

.75
 

-3
.50

 
1.1

7 
3.4

2 
0.0

2 
**

-1
.00

 
-3

.85
 

1.2
6 

3.7
7 

0.0
3 

1.5
7 

0.0
4 

**
条

件
付

収
束

ミャ
ン

マ
ー

-0
.13

 
-1

.54
 

0.1
1 

-0
.34

 
-2

.19
 

0.1
6 

1.6
0 

0.2
5 

-0
.56

 
-2

.58
 

0.4
5 

1.9
6 

-0
.02

 
-1

.40
 

0.2
8 

発
散

フ
ィリ

ピ
ン

-0
.10

 
-1

.13
 

0.2
9 

-0
.77

 
-3

.11
 

0.8
2 

2.8
4 

0.0
3 

**
-0

.94
 

-3
.91

 
1.3

6 
3.7

3 
-0

.03
 

-2
.15

 
0.0

3 
**

条
件

付
収

束
韓

国
-0

.05
 

-0
.88

 
0.3

4 
-0

.75
 

-2
.15

 
0.8

6 
2.0

3 
0.2

5 
-0

.69
 

-1
.98

 
0.9

4 
2.2

1 
-0

.01
 

-1
.23

 
0.6

6 
発

散
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
-0

.08
 

-0
.95

 
0.3

5 
-0

.39
 

-1
.81

 
0.5

3 
1.5

6 
0.2

8 
-0

.48
 

-2
.32

 
1.0

7 
2.4

8 
-0

.04
 

-1
.86

 
0.6

2 
発

散
タ

イ
-0

.07
 

-0
.88

 
0.3

9 
-0

.60
 

-2
.74

 
0.7

3 
2.5

6 
0.0

8 
*

-0
.82

 
-3

.77
 

1.3
6 

3.6
9 

-0
.03

 
-2

.38
 

0.0
4 

**
条

件
付

収
束

ベト
ナ

ム
-0

.05
 

-0
.68

 
0.5

5 
-1

.06
 

-4
.48

 
1.1

0 
4.3

9 
0.0

0 
***

-1
.07

 
-4

.50
 

1.0
2 

3.7
6 

0.0
1 

0.8
6 

0.0
1 

***
条

件
付

収
束

K
PS

S
K

w
ia

tk
ow

sk
i-P

hi
lli

ps
-S

ch
m

id
t-S

hi
n

μ
μ（

t-S
tat

isti
c）

検
定

統
計

量
検

定
結

果
μ

μ（
t-S

tat
isti

c）
ｔ

ｔ（
t-S

tat
isti

c）
検

定
統

計
量

検
定

結
果

収
束

結
果

ブ
ル

ネ
イ

0.7
3 

5.8
9 

0.2
2 

0.3
8 

1.6
8 

0.0
3 

1.7
8 

0.1
5 

*
発

散
カ

ン
ボ

ジ
ア

0.9
0 

10
.41

 
0.2

7 
1.1

2 
6.9

7 
-0

.02
 

-1
.62

 
0.0

5 
発

散
中

国
1.0

8 
12

.41
 

0.2
8 

1.3
2 

8.1
4 

-0
.02

 
-1

.69
 

0.0
6 

発
散

イン
ド

ネ
シ

ア
0.9

8 
18

.81
 

0.1
0 

1.0
5 

10
.21

 
-0

.01
 

-0
.70

 
0.0

4 
発

散
ラ

オ
ス

0.6
6 

7.0
9 

0.2
1 

0.8
8 

5.0
2 

-0
.02

 
-1

.46
 

0.1
3 

*
発

散
マ

レ
ー

シ
ア

1.5
2 

7.9
2 

0.4
1 

*
1.2

2 
8.4

2 
0.0

3 
2.4

6 
0.1

5 
**

条
件

付
収

束
ミャ

ン
マ

ー
0.5

4 
7.9

2 
0.4

5 
*

0.9
0 

9.1
7 

-0
.03

 
-4

.27
 

0.1
2 

*
条

件
付

収
束

フ
ィリ

ピ
ン

1.0
7 

12
.33

 
0.3

5 
*

1.3
5 

8.7
4 

-0
.03

 
-2

.15
 

0.1
0 

条
件

付
収

束
韓

国
1.1

6 
18

.10
 

0.2
1 

1.2
5 

10
.04

 
-0

.01
 

-0
.86

 
0.1

7 
**

発
散

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

1.4
1 

10
.34

 
0.2

9 
1.8

0 
7.1

6 
-0

.04
 

-1
.79

 
0.1

4 
*

発
散

タ
イ

1.2
0 

13
.76

 
0.4

1 
*

1.5
2 

10
.02

 
-0

.03
 

-2
.46

 
0.1

2 
*

条
件

付
収

束
ベト

ナ
ム

1.0
5 

18
.10

 
0.1

0 
0.9

8 
8.6

5 
0.0

1 
0.6

9 
0.0

8 
発

散

（
注

）
***

は
1％

、
**

は
5％

、
*は

10
％

で
有

意
で

あ
る

こ
と

を
意

味
す

る
。

ASEAN 諸国と東アジア（ASEAN+3）の農業における全要素生産性の測定とその収束（中川）政策科学 25 － 3, Mar. 2018

－ 134 －



デルはADF検定と同様の3種類であり、推定したt値は次のような統計量を計測して検定する。

臨界点は ADF 検定と同じである。

γ0 は誤差項の分散、t はφt の t 値、T はサンプル数、σp は係数の標準誤差、s は推定値の

標準誤差である。λは、ニュウイーウェストの推定値と呼ばれ、誤差項の自己共分散の加重平

均となっている。

γj はｊ階の誤差の自己共分散とし、q は自己相関のラグ数となっている。

KPSS 検定は ADF 検定と異なり、帰無仮説を「単位根なし」、対立仮説を「単位あり」とする。

St を残差の累積和とすると、検定統計量（LM 統計量）は

となる。

ただし、　　　　　　である。

3．2．収束の検定結果

東アジアの日本に対する全要素生産性の収束に関する検定は、表 4 にまとめられている。表

の「収束結果」より、次のような結論が得られた。ADF 検定および PP 検定はほぼ同じ結果

が得られ、検定結果が頑健であることが確認された。ブルネイは、日本に対して発散している。

つまり日本の全要素生産性との差は益々拡大していくことになる。これは、時間の経過につい

て、ブルネイの全要素生産性は相対的に悪くなることを意味する。カンボジアは、日本に対し

条件付収束となっている。つまり、長期的には、全要素生産性は日本と {（1-φt）/（1-φ）} ×μ

の差を保ちながら、時間が経過することがわかった。

中国は、日本に対し条件付収束となっている。中国の全要素生産性は、長期的に日本と同様

の全要素生産性となる定常水準に収束することはないが、日本との差は拡大せず、一定状態を

保ちながら推移する。換言すれば、長期的には、日本と異なる定常状態に収束する。インドネ

シアも 1% で有意となる条件付収束となっている。日本農業の全要素生産性に対し同水準とな

らず、長期的にインドネシア独自の定常状態に達するようになる。ラオスは、ADF 検定、PP
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検定、KPSS 検定ともに発散した。

マレーシアは ADF 検定では、PP 検定では 5% で条件付収束、KPSS 検定では 10% で条件

付収束となった。ミャンマーは、日本に対し発散する。つまり、ミャンマーは、長期的に全要

素生産性が悪くなることを意味する。フィリピンは、日本に対し、条件付収束の状態にある。

韓国は、日本に対し発散状態にあり、シンガポールも発散状態にある。ベトナムは、日本に対

し、1% で条件付収束となった。

さらに、ASEAN と東アジア 2 ヶ国の日本に対する収束状況を、パネル単位根検定によって

確認したところ条件付収束するという結果になった。（表 5）

4．おわりに

以上、全要素生産性の動向から、すべての検定ともに収束が確認できたのは、フィリピン、

タイであった。また３つのいずれかの検定で収束したのは、カンボジア、中国、インドネシア、

マレーシア、ミャンマー、ベトナムであり、ブルネイ、ラオス、韓国、シンガポールは発散

という結論が出た。また全要素生産性の結果（平均）から、1.000 以上は 10 ヶ国で、1.000 以

下のマイナス成長は 3 ヶ国であり、最低値は 0.9 に満たないマイナス成長の農業である国も存

在していることが分かった。ASEAN、中国、韓国において、条件付収束を確認できたことか

ら、共通の農業政策は一定の効果があると言えるだろう。これまで、東アジアの中国、韓国、

ASEAN 諸国は、それぞれの国が独自に農業開発計画を立案し、政策手段を講じながら国内外

の市場需要の動向に対応した食料・農産物を供給し輸出している。さらに、先進諸外国からの

投資を呼び込み、食料増産と農村貧困の軽減を図っている。また 2007 年の ASEAN 経済共同

体（AEC）宣言により、食料・農産物の品質管理と安全性の確保、農業部門に関わるアクター

間のネットワーク化、さらに技術移転と情報交換による国際競争力を増進させている。本研究

結果は、共同体構想をサポートする結果といえよう。

表５：パネル単位根検定による分析結果

モデルⅠ モデルⅡ モデルⅢ

検定統計量 Ｐ値 ラグ 検定統計量 Ｐ値 ラグ 検定統計量 Ｐ値 ラグ

ADF -1.29 0.10 1 -5.70 0.00 1 -4.78 0.00 4

PP -1.79 0.04 4 -5.51 0.00 2 -4.78 0.00 4

IPS -6.01 0.00 1 -5.42 0.00 4

LLC -2.37 0.01 1 -3.84 0.00 1 -1.45 0.07 4
（注）LLC は Levin-Lin-Chu 検定、PP は Phillips-Perron 検定、IPS は Im-Pesaran-Shin 検定
　　 「ラグ」はラグ字数であり、SBIC 基準により決定した。
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